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研究ノート
西ドイツ租税政策の研究
――ュタ・ムシャイトを中心として-(1) 
(771)107 
廣田司朗
1 経済政策の道具としての租税
ュタ・ムシャイト著『ドイツ連邦共和国の租税政策 1949-1982年』(Jutta
Muscheid, Die Steuerpolitik in der Bundesrepublik Deutschland 1949-
1982, Volkswirtschaftliche Schriften Heft 365, 1986)噂，三つの部分に
大きく分けられている。序論， 1994-1982年の租税政策および最終考察であ
る。序論と最終考察はきわめて短いものであるが，とくに序論は，経済政策
の道具としての租税について学説史的な叙述が試みられているという点で，
看過できない部分となっている2)0 
ムシャイトによれば，租税にかんする科学的討議はまず租税負担の分配を
めぐって展開され， 18世紀中葉以降多くの提案が行われた。その場合，それ
らの租税分配理論の根底には，社会と経済における国家の地位にかんする見
解が基礎としてあり，それはまた経済の進行過程にかんする判断につながる
ものと考えられた。 18世紀末から19世紀にかけての時代を特徴づける自由主
義的経済理論に対応する租税分配理論は， 所得と財産の正しい (richtig)
分配を生みだす経済過程 (Wirtschaftsablauf) の内的安定性が，国家の干
1)本書のペー ジは，本文中にカッコ書きで示す。
2) Herbert Timm, Wandlungen der Besteuerung seit dem vorigen Jahrhundert, 
in: Karl Hauser (Hrsg.), Wandlungen der Besteuerung, Schriften des 
Vereins fur Socialpolitik Neue Folge Bd. 160, 1987. 参照。
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渉によって撹乱されることを否定し， leave-them-as-you-find-themの原
則に応じて，経済組織内での被課税者の相対的地位を侵害しない課政を公正
(gerecht)であるとした。・しかしこの古典派的体系の根底にある「調和的
な諸力の働きへの信仰」がゆらいだときに，経済過程にかんする判断の変化
を前提にして， この過程に対する国家の干渉がしだいに容認されたのであ
る。この点について，マン FritzKarl Mannはつぎのように述ぺている，
「新しい租税政策上の理想は，同時に経済政策上の原因をもっていた。すな
わち，古典派的体系の根底にある調和的な諸力の働きへの信仰は，以前から
ゆらいでいた。自由競争は，たしかに経済的エネルギーの前例のない展開を
もたらしたが， 同時にこれまで知られなかった周期的な経済恐慌の連鎖と
ショッキングな労働者の貧困をもたらした。それゆえワーグナー Adolph
Wagnerは， 私的競争体制の楽観的な過大評価に反対し， すべての経済領
域にわたる包括的な新しい課題を国家に対して設定した。彼は，『経済生活
に対して受動的でしかない国家の姿勢』を否認した」3)と。経済過程に対する
国家の干渉の容認にかんして，ムシャイトは，国家経費を経済政策に即して
形成するという支出面での考慮とともに，収入獲得が国家による影響力行使
の可能な手がかりとして意識されたことを指摘したのち，後者の観点からワ
ーグナーの「課税の社会的機能 (sozialeFunktion der Besteuerung)」
の公準をあげている。 この公準は， その後非国庫的 (nicht-fiskalisch)な
租税目的をめぐる論議に重要な刺激を与えるものとなったといわれる。
以上の経済過程にかんする判断の変化のほかに，ムシャイトは，課税の経
済的作用にかんする科学的取り組みを促すもう一つの原因をあげている。そ
れは，新しい課題の引受けによる国家の財政需要の増大にともなう租税負担
の増加である。新しい課題の引受けにかんしては，エーアリヒャーWerner
Ehrlicherの所説が注記されているが，これは，過去100年間のドイツの財
政発展の過程を，国法上の秩序，社会政策的 (gesellschaftspolitisch)思考
3) F. K. Mann, Steuerpolitische ldeale, 1937, S. 317. 
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および経済的条件のそれぞれの変化という観点から跡づけたものである％
ムシャイトは，この財政需要の拡大にともなう租税負担の増加によって，私
経済に対してなんらの影響をも及ぼさないという意味での課税の中立性の公
準がもはやユートピアにすぎないこと，むしろ経済政策的に望ましい作用を
生みだす租税の形成が試みられたことを，マンの叙述を援用しながら指摘し
ている (S.12.)。
もっともこの試みにかんして，異論がなかったわけではない。ムシャイト
は，その例として，収入調達という財政目的と異なる副次的目的をもつ租税
を「見せかけの租税」 (Scheinsteuer) として否定したゲルロフ Wilhelm
Gerloffの主張をあげている5)。 しかしその後の租税目的にかんする論議の
中で，収入調達以外の非国庫的租税目的 (nichtfiskalischerSteuerzweck) 
を主張する見解がランペ AdolfLampe, プロイアー KarlBrauer, フォー
ゲル EmanuelHugo Vogelらによって展開され， ワーグナーによって提
唱された社会政策的課題に新たな諸目標がつけ加えられた。例えば，フォー
ゲルが所得•財産分配の平準化のほかに，構造政策的，競争政策的諸目標を
あげていること6)が指摘されている。 これらの論議は1920年代末に展開され
たが， 1930年代に入ると，世界恐慌とケインズ理論の影響の下に租税政策に
ー補完的役割にすぎないが一一景気安定目標が賦与され，さらに40年代後
半に展開されたラーナー AbbaLernerの「機能財政」論において，経済
政策的手段としての課税の理論はその頂点に到達し，そこでは財政収入獲得
という国庫的租税目的 (fiskalischerSteuerzweck)は全く否定されたとい
われている。
4) W. Ehrlicher, Offentliche Finanzwirtschaft, in: Handworterbuch der Wirt-
schaftswissenschaft, 3. Bd., 1980, S. 164-166. 
5) W. Gerloff, Steuerwirtschaftslehre, in: Handbuch der Finanzwissenshaft, 
Bd. 1 ; 1926, S. 441. 
6) E. H. Vogel, Grundslitzliches zur theoretischen Frage ,,nichtfiskalischer 
Zwecksetzung" in der Besteuerung, Finanzarchiir, 46. Jahrgang, 1929. 
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租税の目的あるいは機能にかんするムシャイトの以上の叙述は，租税政策
の学説史的研究にとって興味深いものと思われるが，その問題は本稿の対象
ではない。 ムシャイトは， 相異なる経済的諸目標の追求のための収入形成
(Einnahmengestaltung) の意識的発動と理解される租税政策が．部分的
にではあるが．ワイマール共和制の時代からすでに利用されていたと述べ，
この租税政策が西ドイツにおいてどのように展開され．いかなる目標に利用
されたかを明らかにすることを課題としている (S.13.)。
I 時期区分
ムシャイトは，戦後西ドイツにおける租税政策の展開過程を跡づけるさい
に， 1948/49年に起点を求め， それ以後を四つの時期に区分している。すな
わち，
(1) 1948/49年から1958年までの戦後期 (Nachkriegsperiode)
(2) 1957年から1965年までの栞期
(3) 1967/68年
(4) 1968年から1982年までの時期
に分けられる (S.16.)。この時期区分は， 「その時々の統治者の優先的な経
済政策目標に応ずる諸局面の選択」という視点にもとづいている (S.15.)。
つまり租税政策展開の時期区分＝局面の選択は，経済政策上の目標設定によ
って規定されているわけである。
この四つに区分された時期のそれぞれの特徴は，ムシャイトの簡潔な指摘
によれば，つぎのとおりである。まず第 1期は，他のいかなる経済政策より
も成長政策が優位におかれた時期である。つづく第2の時期は，完全雇用の
実現とマクロ経済的な問題点の少なかったこと，それらを背景として構造政
策および分配政策への取り組みが可能となったことによって特徴づけられ
る。第3期についていえば， 1966/67年の景気後退によって短期的な経過政
策（経済安定・成長政策 Ablaufpolitik)が浮上し， 1967年6月の「経済安
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定・成長促進法」において包括的な景気政策構想が具体化したが，その後2
年間の経済上昇期が景気政策的配慮を後退させたために， ムシャイトは，
1967年を租税政策が景気政策として現れる第 3の局面として特徴づけてい
る。 1968年以降の第4期は，経済政策目標が一義的には決定されず，相異な
る目標—平等な所得•財産分配，景気安定，成長刺激 が相互に重なり
合い， 変転する経済政策的手段によって追求されるという点で特徴的であ
る。したがってこの時期には，租税政策も一義的にではなく，変転する目標
設定によって規定されるといわれる。
ムシャイトは，以上の時期区分をエーアリヒャーのそれと対比し，ェーアリ
ヒャーの区分が経済発展の原因の分析という視点から行われているのに対し
て，彼女の区分がこの発展に対する政策の反作用の検証という観点の下にな
されたものであると述べている。エアリヒャーによれば，西ドイツの財政政
策の展開過程は大きく三つに分けられる。 1949年から74年までの25年間に，
ドイッ辿邦共和国は，第2次大戦下の工業潜在能力およびインフラストラク
チャーの破壊と解体の後に，一つの発展， 資本装備 (Kapitalausstattung)
という点でみれば，低開発国の状態から主要工業国の地位に到達する発展を
経てきた。エーアリヒャーは，経済の奇蹟と呼ばれるこの過程に対して，財
政政策が決定的な前提条件を創出し，この過程を基本的に促進したと総括し
た上で，時期区分を行っている。 (1)50年代半ばまでの第 1の戦後局面におい
ては，上述の経済復興•発展過程の前提創出とこの過程促進という課題への
方向づけが，この時期の財政政策の特徴であった。 (2)50年代半ばから60年代
中頃までの第2期，シュトゥッケン RudolfStuckenによって「黄金の年」
と呼ばれたこの時期は，国民総生産も個人所得も高い増加率を示し，社会生
活と経済生活のもっとも重要な分野でほとんど緊迫した状態のない時期であ
った。この時期の財政政策は，緊迫状態の微候をタイミングよく緩和すると
いう形で経済発展に寄与したが，その役割は，ェアハルト LudwigErhard 
の市場経済重視の政策運営に関連して，経済拡大の付随的な修正という点に
あったといわれる。 (3)第3期は， 1960年代後半から70年代前半にかけての時
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期である。この時期の財政政策および一般経済政策の未解決の問題として，
進展するインフレーションとインフラストラクチャー拡充の必要性の間の対
立関係が指摘されている。インフレ克服のためには，国家活動の制限が必要
であるが，経済・社会発展に必要な社会資本の拡充のためには，国家の経済
活動の拡大が必要とされることが述べられている”。
また坂野光俊教授は，西ドイツの税制改革にかんする論文において，ムシ
ャイトの時期区分を利用されているが，その第 4期については1967~1974年
と1975~1982年の二つの時期に分けられる。同時にムシャイトの時期区分
が，租税政策と経済政策課題との関連において行われていること，そのため
にその時期区分には西ドイツ資本主義や戦後世界経済全体の視点が必ずしも
考慮されていないこと，したがってムシャイトの分析全体の再検討が必要で
あることが指摘されている8)
III 租税政策前史
1. 対象以前の時期のもつ意味
書名からも明らかなように，ムシャイトは，西ドイツの租税政策の展開過
程を考察するばあい， 1949年以降の過程を対象としている。しかし同時に彼
女は，起点となる時期の状況 (Ausgangslage)として，第2帝政（カイザ
ーラィヒ）時代，ワイマール時代，第3ラィヒ時代および戦後の占領時代の
租税政策を，簡単にではあるが説明している。この点については，つぎのよ
うに考えられている。
第2次大戦後の再建の開始は， しばしば「ゼロ時」 (StundeNull), すな
わち無に等しい状態からのまったく新しい始まりとみられている。このよう
な理解は，ムシャイトによれば，連邦共和国の建設のような政治の領域では
7) W. Ehrlicher, Deutsche Finanzpolitik 1949-1974, Wirtschaftsdienst 54. Jahr-
gang, 5, S. 239. 
8) 坂野光俊「1980年代西ドイツの税制改革」『立命館経済学」第37巻第4• 5号。
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十分に妥当する。また経済の分野においても， 通貨改革および統制の撤廃
は，それらに先行する1945年以降の再建努力がその後の発展の前提としてあ
るにしても，新たな始まりと受けとめられている。しかしそれに対して租税
政策の分野では，新しい始まり， 「新規制を待望する自由な活動領域」は存
在しなかったと考えられている。むしろ1949年の西ドイツ最初の租税立法の
際には，過去の時代から引きつがれた租税にかんする諸規定の非体糸的な集
合体が存在していた。したがって1949年のこの租税状況 (Steuersituation)
を知るためには，租税の領域における過去の時代の重要な発展をみる必要が
あるとされるのである (S.17.)。
以上のような理由によって，ムシャイトは，第 2帝政時代以降の租税政策
の展開の過程を，簡潔に跡づけている。
2. 第2帝政における発展
第2帝政（カイザーラィヒ）時代の税制にかんするムシャイトの叙述は簡
潔である。それによると，西ドイツの税制はワイマール共和制，より正確に
はエルツベルガーMatthiasErzbergerの財政改革にまでさかのぼることが
できるが，それ以前，とくに前世紀末頃までは収益税ー一土地税，財産税お
よび営業税ー一ーが税体系の中で優位を占めていた。しかし前世紀末の10年間
に経済的飛躍が進行する過程で，所得の直接課税が，主要収入源として収益
税とその地位を交替した。この展開の主な原因は，収入弾性値の低い収益税
では充足できない，国家課題の拡大にもとづく国庫の収入需要の増加であっ
た。しかし同時に所得課税を可能にする条件として，ムシャイトは二つの点
をあげている。すなわち第 1点は，工業化とともに所得の管理可能性が与え
られたことであり，第2点としては，国家と国民の間の関係の根本的な変化
によって，徴税に必要な資料を得るために国家が個人の私的領域に入ること
が可能となったことが指摘されている。
1869年ヘッセンにおける採用ののち，ザクセン (1874年），バーデン (1884
年），さらに1891年プロイセンにおけるミーケル Johannesvon Miquelに
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よる導入という所得税成立の例が示しているように，この新しい税種は当初
は邦国税として出現した。邦国には直接税，ラィヒには関税および間接税と
いう税の配分は，ライヒの政治構造，中央権力の権限をわずかしかもたない
連邦国家への， 主権をもった邦国の自発的な連合を明瞭に示すものである
と，ムシャイトはいう。
ムシャイトはさらに， 租税の分離制度に言及し，第 1次大戦中に戦時増
税の一環として超過利潤税 (Mehrgewinnsteuer)および財産増加税 (Ver-
mogenszuwachssteuer)がラィヒ税として導入されたことにより， この制
度がかなり大きく緩和されたと述べている (S.18.)。
3. ワイマール時代における方向転換
ワイマール共和国がその出発点で直面した緊急の問題は多かったが，ムシ
ャイトは，とくに財政問題として復員問題，戦争犠牲者扶助，賠償およびラ
ィヒの負債9)をあげ，これらの問題の整理が， 中央国家すなわちラィヒによ
って統一的にのみなしとげられる課題であったという。これまでのラィヒと
ラントの間の財政関係一ーそこではラィヒはラントの寄宿人であったといわ
れる一にかんする規定では， これらの課題に対応することはできなかっ
た。そこで，これらの課題を解決するためにも，またラィヒ財政の赤字を克
服して均衡財政を実現するためにも，租税総収入の引き上げとラ．ィヒの財政
力装備 (:finanzjelleAusstattung) の改善が必要であった。この両者の実
現という課題をもって登場したのがエルツベルガーの財政改革であった10)。
．ムシャイトによれば，この改革の核心は行政改革，租税改革および財政調
. 9)直接税をもたないラィヒは，第1次大戦の戦費調達の圧倒的部分を信用に頼らざ
るをえず，その負債額は1918年末には約1,500億ラィヒスマルクであったといわれ
る (S.18)。
10)エルツベルガ＿の財政改革については，伊東弘文「ヴァイマル共和国の成立とエ
ルツベルガーの財政改革」北九州大学商経論集9巻2号，および拙稿「所得税制史
にかんする一つの覚書一ーエルツベルガーの所得税制一」経済論叢(Ji(大） 113巻
1号。
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整改革であったが，彼女は第2,第3の改革について述べている。ムシャイ
トは，メラー AlexMollerの見解を参照しながら］］），租税改革において支
配的な視点が，ラントによってことなる分散的な租税法の統一という点にあ
ったことをまず指摘している。この点については， 1920年3月29日成立の所
得税法12)によって， 26のラント税法にかわる所得税の新規制が登場するとと
もに，法人税，資本収益税，相続税および不動産取得税が，さらに1922年に
は財産税が共和国（ラィヒ）全土にわたって統一的に規制された。
「これらの法案のすべてにおいて，エルツベルガーの租税改革をわが国の
現在に結びつける二つの基本線がはっきりしてきた，すなわち分裂している
租税法の統一とそれの社会的な血液循環 (Durchbluting) であった。•…..
租税制度の統ーは，たんに収入増加だけを目的とするものではなく，とりわ
け均等 (Gleichma.Bigkeit)と社会的公正 (sozialeGerechtigkeit)の原則
の達成を目的としている」13)といわれるように， この改革においては， 租税
法の統一のほかに，さらに均等と社会的公正の理念が加わった。ムシャイト
は，この理念が上位の所得階層のより大きな負担による財政資金の調達を意
味するとして，最低生活費等の拡大とともに最高税率の 4%から60彩への引
き上げを例示し，さらにまたエルツベルガーが，合理的な租税体系と国家財
政の健全化を戦後経済復興の前提条件とみなしたことをも指摘している。
上述の租税法の統ーは，租税高権および税収の新しい配分を伴ってあらわ
れた。すなわち1920年 3月30日の州税法14l (Landessteuergesetz) によっ
て，重要な租税にかんする租税高権はラィヒに委譲され，州および市町村の
租税高権は，競合的な徴税が認められないことによって制限された。この改
革によって，州および市町村は，不動産税や営業税のような収益税からの固
11) Alex Moller, Reichsfinanzminister Matthias Erzberger und sein Reformwerk, 
1971, s. 40. 
12) Finanzarchiv, Jg. 37, 1920, S. 573 f. 
13) A. Moller, a. a. O., S. 42. 
14) Finanzarchiv, Jg. 37, 1920, S. 645ff. 
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有の税収入のほかは，その財政資金の多くの部分を，所得税，法人税および
売上税への参与 (Beteiligung) に仰がざるをえなかった。古い税の分離方
式 (Trennsystem) にかわる新しい交付金制度 (Zuweisungssystem)に
おいて，州は，いわばラィヒの寄宿人になったのである (S.19.)。
ムシャイトは， 1919/1920年の財政改革が1924年には財政均衡 (Haus-
haltsausgleich)をもたらしたことを評価しながらも，この改革におけ租税
高権のラィヒヘの導入と新しい財政調整による州のラィヒヘの依存度の増
大をとくに強調し， 1925年の税制改革がこの点について原理的になんらの変
更も加えるものでなかったことを指摘している。さらにまた彼女は，この時
代のその他の租税政策的措置が景気即応的 (prozyklisch)で，経済政策的
方向づけを欠いており，全体として経済危機の深化を促すものであったと結
論づけている。この点についてエーアリヒャーは1924~1932年のこの時期の
財政政策においては財政均衡への伝統的な方向づけが支配しており，経済政
策的方向づけが欠如していたと述べている。すなわち，景気意識的な (kon-
junkturbewu.Bt)財政政策にあっては，景気の上昇期には総需要を縮減し，
下降期には拡大するように試みるべきであるが，現実に行われたことは全く
逆であったと指摘している15)0 
4. 第3ラィヒの租税政策
ムシャイトは， 1933~1945年のこの時期の租税政策について三つの局面を
区別している。すなわち失業克服の局面，権力者が自らのイデオロギーに応
じて租税制度を変更する局面，そして軍備拡張費・戦費を調達する局面であ
る。ただしこれら三つの局面は，時期的には必ずしも裁然とは区別できず，
むしろ部分的に重なり合っていると，ムシャイトは述べている 16)。
15) W. Ehrlicher, Die deutsche Finanzpolitik seit 1924. Institut ,,Finanzen und 
Steuern" Heft 65, 1961, S. 7~8. 
16)この時代の財政については．つぎの文献が詳しい。塚本健「ナチス経済」東大出
版会， !946年。同「ナチス体制下のドイツ財政」大内力編『現代資本主義と財政・
金融1国家財政』東大出版会,1976年。
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{1) まず第 1の失業克服の局面についていえば， 1933年 1月ナチスによ
る権力掌握ののち， 同年春から夏にかけて展開された「経済活性化」 (An-
kurbelung der Wirtschaft)のため，とりわけ支出政策的措置がとられた。
1933年以降のラィヒの雇用創出政策は，租税証券による間接的な雇用創出か
ら，公共投資による直接的かつ公的なそれへの重点の移動を示すものであっ
たと指摘されている17)。 ムシャイトは， この支出政策―1933/34年の追加
的支出は約40億ラィヒスマルクに上ったといわれる—を租税面で支えたも
のとして， 1933年 3月31月以後にその使用が認可された乗用車にたいする自
動車税の廃止とミネラルウォーター税およびシャンペン税の廃止をあげてい
る。これにかんしてテアハレ FritzTerhalleは，雇用創出のための租税政
策の利用についての最初の重要な措置が1933年4月14日の自動車税改正法で
あったこと，その経済政策的目標は発展の可能性のある分野での追加的需要
の喚起にあり，それは十分に達成されたことを述べている 18)。またシュヴェ
リン・フォン・クロジク LutzGraf Schwerin von Krosigkは， 1933年以
後の数年間，租税政策は雇用創出に利用され，租税優遇措置による生産の振
興とともに，新しい乗用車にたいする自動車税およびシャンペン税の廃止に
よって消費の拡大がはかられたが，これらの措置により，自動車の数は急上
昇し，シャンペン税のばあいの成果もまた明らかであったと，積極的な評価
を下している 19)0 
これにたいしてムシャイトは，さらに機械の買い換え(Ersatzbeschaffung) 
と工場 (Betriebsgebaude)の修復についての租税軽減ならびに農業にたい
する売上税および土地税の引き下げの諸措置を簡単に列挙したのち，これら
の租税政策的措置による 4億4千万ラィヒスマルクの減税額20)は，支出面の
17) Terhalle, Fritz, Geschichte der deutschen offentlichen Finanzwirtschaft 
vom Beginn des 19. Jahrhunderts bis zum Schlusse des zweiten Weltkrieges, 
in: Handbuch der Finanzwissenschaft Bd. 1, 2. Auflage 1952, S. 314. 
18) Ebenda, S. 315. 
19) Schwerin von Krosigk, Lutz, Staatsbankrott, 1974, S. 254. 
20) Terhalle, a. a. 0., S. 315. 
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方策に比較して僅少であり，経済発展への寄与は大きくなかったと結論して
いる cs.21.)。この局面での租税政策にかんするムシャイトの評価は，それ
ほど高くはなかったということができよう。
(2) ムシャイトによれば，上述の経済活性化の局面に接続して，第 2の租
税政策のイデオロギー化の局面があらわれたといわれる。
ブラィヒ FritzBlaichによれば， ヒトラーは1933年 3月23日授権法のた
めの政府声明において国家社会主義的租税改革をすでに予告しているが，税
制再編成の具体化は，ナチスの支配が政治的，経済的に強固なものとなった
のち， 1934年10月にようやく行われた。この遅延は，一切の原理的な改革を
意識的に後回しにして，失業の除去をつうじて沈滞している経済を建て直す
こと，さらにいえば失業克服と経済発展の強化を通してナチス党の信奉者・
同調者を獲得するというナチス的麗用創出計画を優先させるという判断によ
るものであった21)。
テアハレによれば， 1933年ナチズムによってとられた財政政策的措置がと
りわけ経済危機の克服に向けられたのにたいして，その後の軍備財源調達に
いたるまでの数か月の措置は，とくにドイツ財政の全体構造の新構築と標準
的 (normal)税制の回復 (Wiedererlangung) を目的とするものであっ
た。前者の新構築は，中央集権国家の思想を実現するものとして， 1934年 1
月30日のラィヒ改造法 (GesetzUber den Neuaufbau des Reiches)にお
いて行われ，後者は， 1934年10月16日の租税改革によって始められた22)0 
すでに述べたように，ムシャイトは，この租税改革を租税政策のイデオロ
ギー化と特徴づけ，租税立法がナチス的世界観の根本思想に適合させられる
べきであったと述べている cs.21.)。ブラィヒも，新しい税法がナチス的精
21) Blaich, Fritz, Die ,,Grundslitze nationalsozialistischer Steuerpolitik" und 
ihre Verwirklichung, in: Henning, T. W. (Hrsg.), Probleme der nationalso-
zialistischen Wirtschaftspolitik, 1976, S. 99£. 
22) Terhalle, a. a. 0., S. 315~316. 
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神から生まれたことを指摘している23)。この根本思想あるいは精神は，ライ
ヒ大蔵次官ラインハルト FritzReinhardtによって総括されたナチス的租
税政策の諸原則によって示された。それはつぎのとおりである。
① 租税政策の最高の規準は， 国家社会主義的世界観でなければならな
し‘゜
② 租税政策は， 失業減少のための戦いに役立つものでなければならな
い。
⑧ 租税政策は，家族を支援しなければならず，それに関連して民族政策
的な (volkspolitisch)思想を実現すべきである。
④ 租税政策は，人格および経済における個人の責任の価値を強調しなけ
ればならないcs.21.)。
換言すれば， 「国家社会主義の人口政策的， 社会政策的および経済政策的か
つまた世界観的諸原理への， またラィヒ改革の枠内での組織的転換への適
合」24)が問題であった。
上述の1934年10月の租税改革は，この目標の実現に利用された。しかしム
シャイトは，これが税制の完全な構造変革とはいえないことを指摘した25)上
で，諸原則との関連において簡単な説明を行っている。すなわち所得課税に
おいては，とくに家族手当についてその負担軽減と社会政策的配慮を，また
売上税および相続税にかんしては，家族にたいする免税額の引き上げにみら
れる人口政策的観点を指摘している。さらに法人税については，個人の責任
の重視を示すものとして，株式会社に対比しての人的会社(Personengesell-
schaft)の税制上の優遇をあげ， 資本会社 (Kapitalgesellschaft)への最
低課税，資本会社の人的会社への転換を促すための減税措置に言及してい
23) Blaich, a. a. 0., S. 104. 
24) Terhalle, a. a. 0., S. 316. 
25)この租税改革は，ラインハルトの前宜伝によって期待されたほどには画期的なも
のではなかったといわれている (Blaich, a. a. 0., S. 100. Terhalle, a. a. O., S. 
316.)。
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る。
ムシャイトはつぎに第 1原則の国家社会主義的世界観をとり上げ，それが
1934年10月16日の租税適応法 (Steueranpassungsgesetz) に定着したとし
ながらも，ユダヤ系住民の差別化に示されるように，そのことによって権力
者の意向に沿った法律解釈が行われたことを，問題点とみている。同時にま
たムシャイトは， 税制による統一的な経済政策的道具の創出という目標が
達成されなかったことを述べ，ホイザー KarlHauserのいうナチス財政政
策の無計画性とシュメルダース GunterSchmoldersの指摘する国庫主義
(F1skalismus)の支配を援用している (S.2.)。
最後にムシャイトは，財政調整の場において著しいナチス政府の中央集権
的傾向をとりあげている。それによれば，州の地位はエルツベルガーの改革
によって弱められたが，前述のラィヒ改造法， 1936年12月1日の物税改革を
つうじてその地位はますます低下し，州は市町村とともに，ラィヒの財政交
付金への依存度を高めた。それは，ムシャイトによれば，中央権力への職務
移動 (Aufgabenverlagerung)の増加をともなう発展であったのである。
(3) 第3の局面，すなわち軍備費・戦費調達の局面について，ムシャイト
はまず， 1935年以降軍備努力およびアウクルキー努力が強行されたこと，し
かし1936年以降生産諸力はぎりぎりまで稼動していたため，信用によって調
達された財源を充当する支出政策のより一層の推進は，インフレ誘発的に作
用せざるをえなかったことを指摘している。
ムシャイトによれば， 1936年と1937年の二度にわたる法人税引き上げや国
民総生産の増大によって生ずる税収の増加は，上昇する財政需要をまかなう
にはきわめて不十分であった。しかし他方軍備の財源を調達するための増税
が困難であったために，シャハト HjalmarSchachtによって展開された
メフォ手形 (Mefo-Wechsel)の制度一ー再割引可能で支払延期のでるき手
形による公共発注の支払い—が拡大された。これは，国民の間にインフレ
の不安を呼び起こさない，目立たない (gerauschlos)家国の信用調達(Kre-
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ditaufnahme)を保証するものであった。しかし1938年6月15日のドイツ中
央銀行（ラィヒスバンク）法が，ラィヒスバンクによる国家支出の直接的財
源調達を戦争開始直前に可能にしたことによって，メフォ手形のような補助
手段は無用のものとなったといわれている (S.23.)。
租税収入にかんしていえば， 1939年 8月9日の戦時経済条令(Kriegswirt-
schaftsverordnung)によって，所得税，クバコ税， ビール税，火酒税およ
び再導入されたシャンペン税にたいして戦時付加税が課せられ，その税率は
戦時中に数倍に引き上げられた。しかしドイツ国民の租税負担は，イギリス
やアメリカの国民よりかなり低く，税収が不断に上昇したにもかかわらず，
それは戦費をまかなうにはきわめて不十分であった。この点についてはホイ
ザーもつぎのように述べている， 「なるほど戦争のはじめから， 所得税，法
人税，またいくつかの消費税率が引き上げられてはいた。しかし所得税の最
高税率は，英国や米国の民主的政府が危機の時代にその国民に課した税率を
はるかに下回るものにとどまった。戦時中，税金によってカヴァーされたの
は， ドイツ国歳出の三分の一以下だったのである」26)と。またエーアリヒャ
ーも，第2次大戦においては，租税による財源調達が，第 1次大戦時よりも
はるかに大きな役割を演じたこと，課税は，思い切った税率の引き上げと異
常な利潤上昇の把捉によって強化され，戦費のほぼ3分の 1が租税によって
調達されたことを指摘している27)。
したがって歳出あるいは戦費の大きな部分は，信用調達による借入財源に
依存せざるをえなかった。ムシャイトが国際決済銀行（バーゼル）の年次報
告より引用したとみられる資料によると，総収入にたいする借入金収入の割
合は， 1940/41年度50.5彩， 1942/43年度で44.9彩に上っている (S.23.)。ム
シャイトは，この信用調達の大部分が戦時公債の発行という形をとらずに，
26) Hauser, Karl, Das dritte Reich, in: Gustav Stolper, Deutsche Wirtschaft 
seit 1870, 1964, S. 189. 坂井栄八郎訳「現代ドイツ経済史』竹内書店， 1969年，
182ペー ジ。
27) Ehrlicher, W., Offentliche Finanzwirtschaft, S. 172. 
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ラィヒスバンク，商業銀行，貯蓄銀行，保険会社等の機関において直接的に
行われたと述べている。その説明によれば，僅少な消費財生産の結果，貯蓄
部分は預金として銀行に集積され，国家の圧力と他の投資可能性の不足のた
め，銀行によって国家信用に投資されるほかなかったのである。ムシャイト
は，戦争末期に 3,780億ラィヒスマルクに達したといわれる国家の負債の山
(Schuldenberg)が，終戦時の貨幣・経済秩序の崩壊の原因の一つとなった
と結論している。
4. 通貨改革までの占領時代の租税政策
(1) 経済的，政治的な出発状況
ムシャイトはまず， ドイツの敗戦がたんに軍事的敗北とナチスの政治的支
配体制の終末を示すだけではなく，経済秩序の完全な崩壊をもたらしたとい
. つ。
彼女は，終戦直前の空爆による生産条件の悪化にかんして輸送路の破壊，
基幹産業の生産，とくにボ;._Iレベアリング生産の麻痺，エネルギー供給の不
足をあげるが，しかし生産能力の喪失の程度については，戦争直後に考えら
れたほど大きくなかったとしている。連合軍の爆撃の重点は，工業設備より
もむしろ住宅および輸送路，とりわけルール地方からの石炭輸送にあり，他
方1939年より194絆叶こかけて大幅な投資が行われたため，資本ストックはか
なり高水準にあった。ただしかしそれらの設備は，平和時の生産には条件つ
きでのみ利用できたにすぎないと述ぺている。さらに戦後経済にとって重大
な問題点として，輸送路の破壊，エネルギー供給の不足に加えて，戦勝国に
よる工場解体と生産制限によってもたらされた石炭業・鉄鋼業の停滞，外貨
不足にもとづく原料不足をあげている。
戦後経済の長期的停滞にとって，以上の実物経済上の問題点よりさらに重
大であったのは，政治的，貨幣的な大枠の条件であった。ムシャイトによれ
ば，戦争直後の政治状勢はまったく不透明であり，最高の統治権力を誰が保
持するか，ナチス時代からの法規制が今後も効力をもつかなどの問題につい
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ても，不確実さが支配した。 1945年6月5日戦勝国は最高統治権力の取得を
布告し，連合国管理理事会 (AlliierterKontrollrat)によって中央統治機
関を創設した。しかし非ナチ化，賠償，兵器産業の解体のような緊急の問題
において， 4か国の間で容易に一致を見出しえない状況の下で，全員一致方
式をとり，しかも命令権をもたない管理理事会は，行為能力のないものにな
らざるをえなかった。かくてじっさいの権力は各占領地区の軍司令官に委ね
られ，各地区はそれぞれ別個に発展するおそれがあった28>(S. 26.)。
・ムシャイトはまた，連合国のあい異なる利害状況について述べている。す
なわち，自国の安全の必要からドイツの弱体化を支持するフランスとソ連が
賠償につよい関心を示したのにたいして，イギリスとアメリカは，モーゲン
ソー・プランにみられるような生産制限によるドイツの政治的，経済的無力
化という目標をもった報復の段階ののち， 1947年中葉以降，ョーロッパの復
興がドイツの工業なしには不可能であるという認識にもとづいて，より穏健
な政策へ転換を図ったと説明している。
ムシャイトによれば，各国の見解がこのように根本的に相違する状況の下
では，税法上の問題はさして重要なものとはみられなかった。このため租税
は現存の諸法にしたがって徴収され，地方の財務官庁は占領国の執行機関と
された。ムシャイトは，英・；米占領地区における徴税方法についても干の差
異のあったことを注記しながらも，末端における財務行政は，なんらの中断
もなくその業務を担当したと述ぺている (S.27.)。
(2) 2月諸法
1945年後半に国税収入ー~ 所得税および法人税ーは，
生産低下と失業の増大によって大幅に減少し，高度の財政赤字 (Haushalts-
defizite)を招来した。さらにまた通貨過剰 (Geldtiberhang)あるいは通貨
膨張 (Geldexpansion)が，ナチスの戦時資金調達の結果に占領費用の支出
が加わることによってもたらされた。
28)出水宏一＂曳後ドイツ経済史』東洋経済新報社，昭和 53年， 33~34ペー ジ。
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ムシャイトによれば，ナチス時代の賃金・物価凍結策は戦後連合国によっ
てうけつがれたが，タバコ通貨(Zigarettenw拙rung)とバーター取引でも
って発達した闇市場での取引によって， その効力は失われた。そこで購買
力吸い上げによってインフレを抑止し，さらにまた財政赤字を減らすことを
目的として， 1946年2月11日から 2月28日までの間に， 同年 1月 1日に遡
及して， 管理理事会法 (Kontrollratsgesetze) 12~17号，いわゆる 2月法
(Februargesetze)が公布された。 これらは，所得税，法人税，売上税，
財産税ならびに若干の些小な租税の大幅な引き上げを企図するものであった
(S. 27.)。ムシャイト自身は，その詳細な内容を説明していないが，その点
について若干述べると，例えは所得税では，最低12彩，最高67彩の税率が，
最低17彩，最高95彩に引き上げられ，法人税では，純益にたいする30~50彩
の税率が35~65彩に引き上げられた。また売上税は， 50彩引き上げられて 3
彩の税率となり，財産税では， 基礎控除額の適用範囲の縮小とともに， 0.5 
劣から 1~2.5彩への税率の引き上げが行われた29)。
この税制改革については，つぎのような指摘がある，すなわち「46年の占
領軍税制は， 『インフレーション抑止のための過剰購買力の吸収』という名
分をかかげたものではあったが，実質的には敗戦ドイツに対する懲罰としか
考えられない，戦争中を上回るきびしいものであった」30)と。ムシャイトは，
連合国の租税立法をモーゲンソー・プランの道具とみる見方に反対しながら
も， 2月法による高い租税負担がはげしい批判の対象になったとして，この
改革を租税のねじ (Steuerschraube) の巻きすぎとする見解や， 社会政策
上憂慮すべき大衆課税の比重増大をみる見解を引用したのち，没収のような
課税を通ずる労働意欲の低下，納税モラルの動揺，企業のイニシアチヴと投
資意欲の後退，倒産の脅威などの諸作用を指摘している。そしてこれらの批
判的見解にたいする若干の異論に簡単にふれたのち， 2月法がとりわけ投資
29)日本財政経済研究所編「西ドイツの経済復興』産業経済新聞社， 56~57ペー ジ。
出水宏一，同上書， 64-65ペー ジ。
30)出水，同上書， 64ペー ジ。
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活動の障害物として， ドイツ経済の再興にとって有害であっただけでなく，
購買力の吸い上げという点でまった＜効力のないものであったと総括してい
る (S.28.)。
2月法にもとづく税制は，その後1948年 6月20日の西側 3連合国軍政府の
法律64号によって改正された。この点にかんしてムシャイトは，広範かつは
げしい批判が加えられたにもかかわらず， 2月法は通貨改革の場において漸
＜緩和されたにすぎず，それの完全な廃止は，連合国の反対で成功しなかっ
たと簡単に説明している。
(3) 通貨改革
上昇するインフレと高利をむさぼる闇市場を終息させるべき通貨改革は，
ムシャイトによれば，本来もっと早期に必要だったが，西側 3国とソ連の間
の意見の不一致のために， 1948年6月まで引き延ばされてきた。決定をみな
い通貨改革の時点と方式にかんするこの遅延ないし不確定は，戦争直後の復
興の延引の大きな原因となったのである31)0 
通貨改革にかんする準備措置として，アメリカの主導の下に新しい中央銀
行制度が確立されたのち32>, 1948年 6月20日，西側 3占領地区において個々
に通貨切り下げ (Wahrungsschnitt)が行われた。通貨改革の概要をムシャ
イトの説明によってみれば，つぎのとおりである。
① ラィヒスマルクは，法定の支払手段として新しいドイツ・マルクによ
って引きつがれた。
⑨ 新通貨から，国民はまずはじめの40ドイツ・マルクの頭割額 (Kopf-
geld)を，また 9月にはもう一度20ドイツ・マルクを与えられた。
31) Hauser, K., Die Teilung Deutschlands, in: G. Stolper, Deutsche Wirtschaft 
seit 1870, S. 241. 坂井栄八郎，上掲訳， 230ペー ジ。
32) Zorn, Wolfgang, Staatliche Wirtschafts-und Sozialpolitik und l>ffentliche 
Finanzen 1800-1970, in: Handbuch der deutschen Wirtschafts-und Sozialge-
schichte, Bd. Z, S. 168. 
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⑧ 企業は， 従業員 1人当たり 60ドイツ・マルクを当初資金 (Erstaus-
stattung)として獲得した。
④ 銀行預金にたいしては，新規制は，結局100:6. 5の交換比率を定めた
が，小さな金額については，一定の譲歩 (10: 1の比率）が認められた。
⑤ 債務は10: 1の比率で減価され， ラィヒの債務は破棄された33)cs. 
29.)。
ムシャイトはまず，通貨改革にたいする批判的見解にふれている。それに
よれば，この改革によって企業はひろく負債を免除され，実物価値から成る
その資産は減少しなかったのにたいして，実物資産価値への変換の見込みを
もたない預金者にとっては，この改革はきびしいものであった。また成長促
進のために，社会的弱者の犠牲の下に潜在的投資家を優遇するという，その
後の年に特徴的な傾向は，すでにここに示されているといわれる。ムシャイ
トは，これらの見解にもかかわらず，通貨改革がドイツ経済の健全化と復興
にとって不可欠の基本的前提であり，そして連邦共和国の樹立ではなく，こ
の通貨改革こそが新しい国家の転回点であり，始まりであったとしている。
さらにムシャイトは，この改革によって状勢が好転し，経済が活性化し，生
産・流通が正常化したこと34)を指摘しながらも，通貨改革の成功にとって決
定的だったのは，自由な市場経済への同時的な移行，とりわけ生産統制およ
び物価凍結の廃止であったことを強調している。この選択的な統制撤廃は，
④生産への刺激が大きいもの，＠物価上昇が社会的に問題にならないもの，
◎統制の実施が困難なものについて行われた35)cs. 30)。
ムシャイトは，統制撤廃に関連して社会的市場経済に言及し，通貨改革と
社会的市場経済への移行によって経済再建のための最重要な前提条件が創出
33) Stolper, a. a. 0., S. 243. 坂井栄八郎，上掲訳 232ペー ジ。出水宏一，上掲書，
60~61ペー ジ。日本財政経済研究所編，上掲書， 112~114ペー ジ。
34) 「通貨改革は，西側地区においてほとんど奇蹟のように作用した」といわれる。
(Stucken, Rudolf, Deutsche Geld-und Kreditpolitik 1914 bis 1963, 1964, S. 
210.) 
35)出水宏一，上掲書， 63ペー ジ。
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されたが， しかしこれによってすべての問題点が排除されたわけではないと
し，とくに戦争と戦争結果（とりわけポーランド領となった東部地域からの
追放）から生じた損害をいかに配分すべきかという問題をあげている。しか
し戦争負担の調整を通貨改革と結びつけようとするドイツ側の意図36)は，連
合国の賛意を得ることができず，この問題は，第 1回の連邦議会においてド
イツの立法者に委ねられた。
ムシャイトはまた，租税の分野における包括的な新規制の必要性を問題に
する。いうところによれば， 収入調達目的の (fiskalisch)観点の下に公布
され，ワイマール時代から古い規則を受けついできた連合国税法は，占領地
区によって異なっていたため，課題の処理に不十分であっただけでなく，課
税の統一性を損い，租税回避を招来するという懸念がもたれた。しかしこの
地区間の差異は， この後連邦共和国の財政法規 (Finanzverfassung)によ
って排除され，重大な結果を生むほど長くは存続しなかったといわれている
(S. 31.)。
ムシャイトは，起点となる時期について以上のような叙述を行ったのち，
1949年以降の租税政策展開過程の考察に入る。
36) Conrad, Wilhelm, Ein Jahr Soforthilfegesetz, Finanzarchiv Neue Folge Bd. 
12, Heft 3, 1951, S. 487. 
